
郵
政
民
営
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
四
年
四
月
二
十
六
日

参

議

院

総

務

委

員

会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
、
利
用
者
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
委
託
等
を
通
じ
、
地
域
住
民
の

絆
の
維
持
や
、
利
便
の
増
進
に
資
す
る
業
務
を
幅
広
く
行
う
た
め
の
拠
点
と
し
て
、
よ
り
積
極
的
に
活
用
さ
れ
る
よ
う
努
め

る
こ
と
。

二
、
金
融
二
社
の
株
式
に
つ
い
て
、
そ
の
全
部
を
処
分
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
金
融
二
社
の
経
営
状
況
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー

ビ
ス
の
確
保
に
係
る
責
務
の
履
行
へ
の
影
響
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
で
き
る
限
り
早
期
に
、
処
分
す
る
も
の
と
す
る
と
の
規
定

に
基
づ
き
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
が
そ
の
処
分
に
向
け
た
具
体
的
な
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
と
な
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

ま
た
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
の
株
式
も
含
め
、
こ
れ
ら
の
株
式
が
国
民
全
体
の
財
産
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
そ
の
処
分
に
当

た
っ
て
は
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
に
配
慮
し
つ
つ
、
可
能
な
限
り
株
式
が
特
定
の
個
人
・
法
人
へ
集
中
す
る
こ

と
な
く
、
広
く
国
民
が
所
有
で
き
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

三
、
郵
政
民
営
化
法
第
百
七
条
及
び
第
百
三
十
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
他
の
金
融
機
関
等
と
の
間
の
競
争
関
係
、
金
融
二
社

の
経
営
状
況
等
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
限
度
額
の
水
準
に
つ
い
て
は
、
本
法
の
施
行
に
よ
り
直
ち

に
勘
案
す
べ
き
事
情
が
変
わ
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
当
面
は
引
き
上
げ
な
い
こ
と
。
引
上
げ
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、



他
の
金
融
機
関
等
の
経
営
を
不
当
に
圧
迫
す
る
事
態
が
生
じ
な
い
か
ど
う
か
検
証
す
る
こ
と
。

四
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
が
金
融
二
社
の
株
式
の
二
分
の
一
以
上
を
処
分
し
た
後
の
金
融
二
社
の
新
規
業
務
等
に
係
る
届
出
制

が
、
単
な
る
届
出
で
は
な
く
、
他
の
金
融
機
関
等
と
の
間
の
競
争
関
係
へ
の
配
慮
義
務
及
び
郵
政
民
営
化
委
員
会
へ
の
通
知

義
務
を
課
す
と
と
も
に
、
内
閣
総
理
大
臣
及
び
総
務
大
臣
に
よ
る
監
督
上
の
命
令
の
対
象
と
し
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
こ
れ

ら
の
規
定
に
基
づ
く
郵
政
民
営
化
委
員
会
に
よ
る
対
等
な
競
争
条
件
の
確
保
等
の
た
め
の
事
前
検
証
・
評
価
、
関
係
大
臣
に

よ
る
是
正
命
令
権
限
が
有
効
に
機
能
す
る
こ
と
と
な
る
よ
う
、
制
度
の
適
切
な
運
用
に
努
め
る
こ
と
。
こ
の
た
め
、
郵
政
民

営
化
委
員
会
の
委
員
に
は
、
真
に
公
平
・
中
立
な
第
三
者
を
選
任
す
る
こ
と
と
し
、
郵
政
民
営
化
委
員
会
は
、
必
要
に
応
じ

利
用
者
代
表
及
び
関
係
す
る
業
界
団
体
が
意
見
を
述
べ
る
機
会
を
確
保
す
る
な
ど
、
公
平
・
中
立
な
機
関
と
し
て
運
営
す
る

こ
と
。

五
、
簡
易
郵
便
局
が
今
後
と
も
、
過
疎
地
、
離
島
等
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

サ
ー
ビ
ス
の
一
翼
を
担
っ
て
い
く
こ
と
に
鑑
み
、
簡
易
郵
便
局
の
置
局
状
況
を
適
切
に
把
握
す
る
と
と
も
に
、
置
局
水
準
を

現
行
法
よ
り
後
退
さ
せ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

六
、
郵
政
民
営
化
後
の
日
本
郵
政
グ
ル
ー
プ
の
経
営
状
況
を
し
っ
か
り
と
検
証
の
上
、
本
法
の
施
行
後
、
郵
政
民
営
化
委
員
会

の
意
見
も
踏
ま
え
、
グ
ル
ー
プ
各
社
及
び
そ
れ
ら
の
経
営
陣
に
よ
り
、
適
切
な
経
営
努
力
が
行
わ
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

こ
の
た
め
、
経
営
陣
に
つ
い
て
は
、
天
下
り
の
弊
害
が
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
民
間
的
な
経
営
に
秀
で
た
者
が

登
用
さ
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

七
、
か
ん
ぽ
の
宿
及
び
メ
ル
パ
ル
ク
に
つ
い
て
は
、
本
法
の
公
布
に
伴
い
、
郵
政
株
式
処
分
停
止
法
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、



そ
の
事
業
の
継
続
、
譲
渡
又
は
廃
止
が
日
本
郵
政
株
式
会
社
の
経
営
判
断
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
会
社
の
経
営
に

及
ぼ
す
影
響
を
勘
案
し
つ
つ
、
適
切
に
対
処
さ
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

八
、
郵
政
三
事
業
に
お
い
て
、
サ
ー
ビ
ス
の
公
共
性
に
ふ
さ
わ
し
い
企
業
モ
ラ
ル
及
び
雇
用
モ
ラ
ル
が
遵
守
さ
れ
る
よ
う
努
め

る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


